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【売上⾼】
・ 前年同期⽐9.7%の減少の254億円。27億円減少の理由は、以下2点
１）昨年実施した海外⼦会社2社売却の影響︓約12億円

売却企業別︓Accel Frontlineのシンガポール⼦会社 9億円強
シンガポール⼦会社のSierra Solutions 2億円強

２）国内IT事業⼦会社の⼤幅減
・ 昨年計上のCACナレッジ主要顧客向け⼤型案件（ハードウェア含む）の反動減 7.5億円
・ シーエーシー⾦融向け売上の減少︓4.6億円

【売上総利益】
・ 7%減。売上の減収に伴い、0.4億円減少

【販管費】 約5億円削減
・ 海外⼦会社売却による販管費減︓3.5億円
・ CAC Holdingsやシーエーシーでのコスト削減︓約1.3億円

【営業利益】
・ 販管費の削減により営業利益が増加
・ 前年同期⽐較では、CRO事業（CACクロア）が営業利益改善に貢献 +4.3億円
・ 国内IT事業は、減益となっている ☞セグメント別売上⾼、営業利益で説明

【経常利益】
・ 48.4％増。営業利益と同様の理由。営業外損失において、フィナンシャルコストも下がった

【当期利益】
・ 8億円の減少。投資有価証券売却益の減少が主要因で、前年同期のほぼ半分となった
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・ 2018年1Qから報告セグメントを変更
・ 昨年まではシステム構築サービス（ SI ）、システム運⽤サービス（SO）、システム以外として
BPO/BTOサービス（⼈事BPOサービス、医薬品開発⽀援サービス（CRO））と区分していた

・ 今期から中期経営戦略に基づき、重点の置き⽅を変えた結果、国内IT、海外IT、CROと
分類することとした

・ 現時点でCROは、ほぼ国内展開が主だが、今後、海外CROの事業が拡⼤した場合、
CROセグメントを国内CROと海外CROで分類して開⽰する可能性もある
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新セグメントで開⽰、昨年数値（2017年1⽉〜6⽉）も新セグメントで算出
【売上⾼】 全体で27億円減収
（国内IT）10億円の減収

・ CACナレッジの主要顧客向け売上減収に伴い、7.5億円の減収
・ シーエーシーのメガバンク向け※で、5億円の減収

（海外IT）19億円の減収
・ 昨年実施した海外⼦会社2社の売却で、約12億円の減収
・ アメリカ⼦会社のメガバンク向け※の減収影響により、約3億円の減収

（CRO）微増
※メガバンク向け︓いわゆる「次期システム」ではなく、海外⽀店に関する案件

【営業利益】
（国内IT）⼤幅減益

・ シーエーシーで約3億円の減益（主にメガバンク向けの減収が影響）
（海外IT）⾚字幅拡⼤

・ 売却した2社の営業利益は1社⾚字、1社⿊字で±0、残りの会社で減益
・ 4〜6⽉（3か⽉間）では、回復傾向にある。

インド⼦会社、中国⼦会社ともに⿊字化している
・ 前期⽐減は、アメリカ⼦会社の減収による減益（約0.8億円減）が⼤きな要因

（CRO）⼤幅な利益改善
・ コスト削減、不採算案件の解消、契約の⾒直しなどによるもの
・ 契約の⾒直しは、治験データの処理数ベースでの契約形態から、最低保証つまり、

治験データの処理数に関わらず、⼀定の売上を保証してもらう契約形態に変更
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（⾦融）⼤幅減
・ 国内およびアメリカでのメガバンク向け減収が⼤きく影響
・ Accel Frontline（インド⼦会社）でも⾦融向け売上⾼が15億円ほどあるため、

その増減により多少の影響がある（今期は前期⽐で微減）

（サービス他）20億円以上の⼤幅減
・ 昨年売却した海外⼦会社2社（▲10億円）、

およびCACナレッジの⼤幅減収（▲7.5億円）が主要因
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【受注⾼】 伸び悩んでおり、下期については強気に⾔えない
・ 減少要因は、売上とほぼ同じ要因

（国内IT）
・ 売上同様、国内ITは、メガバンク向けの⼤幅減が主な要因

（海外IT）
・ 海外ITは、⼦会社売却の影響が⼤きい
・ 売却⼦会社2社を除いた状態での昨年対⽐では、ほぼ同程度

（CRO）
・ ⼤きな伸びはなし

【受注残⾼】
・ 受注⾼の減少に伴い、受注残⾼も減少
・ CROは⼤きな伸びには⾄っていないが、⾜が⻑い（⻑期間の契約）案件もあり、

将来的な⽅向性に⼤きな影響がある状態ではない
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（サービス他について）
⼤幅な受注⾼の減少は、海外⼦会社2社の売却影響および
⼦会社CACナレッジの⼤型案件の反動減によるもの
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【営業利益】
・ 2018年度営業利益の予想値16億円に対して、上期で5.3億円。
差額10億円以上となっている

【下期の⾒通し】
・ 下期の通常の事業による営業利益は、5億円程度を⾒込んでいる
・ 上記に加え、4Qに5億円強の信託銀⾏向けの受注を⾒込んで動いている
・ 当初、新規事業M&Aによる貢献を1億円程度⾒込んでいたが、当年度内

に連結決算に反映できるような⼤きなものはない。活動は継続している
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・ 本事業は、製薬会社が個別に管理・保管している化合物（液体、粉末など）を
当社グループのCACクロアが集約管理するもの

・ 国⽴研究開発法⼈⽇本医療研究開発機構（AMED）のバックアップ（借⼊）・ 認可を
受けて神奈川県にある研究開発施設で事業開始に向けて準備中

・ 2018年度の売上はなし。来年の売上は3億円程度、以降5億円程度の売上を⾒込む
・ ⼤⼿3社からの受注予定があり、来年スタートする予定
・ 将来的には⼤学などアカデミックなものも含め、集約管理していきたい
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・ 感情認識AIをリードする⽶国Affectiva社の技術を使⽤
・ 2⽉にソフトウェア「⼼sensor」のサービスの提供を開始
・ Affectiva社は、⾃動運転向けのSDKなども作っているので、

⾃動⾞業界（⾃動⾞メーカー、部品メーカー）へ営業を⾏っている
・ 感情認識AIに関して今年の売上は0.5億円程度だが、粗利率が40％以上

と⾼く、今後伸ばしていきたい
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感情認識AIの活⽤された例
（写真説明）それぞれの⾸脳が⾔葉を発する瞬間の感情を分析
・ ⾦⽒はトランプ⽒が発⾔した際、97％の嫌悪感（不安感）を表した
・ トランプ⽒は⾮核化への⾃⾝の発⾔の際、40％の恐怖が検出された。
これらの分析結果をもとに、番組内でキャスターが話をつないでいった
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・ 取り組みは、やや遅れ気味
・ オリンピックを⾒越して、特に中華圏のインバウンドビジネスをターゲットとしている
・ 現地（中国）のベンチャー企業と協⼒
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・ 当社グループのCSR取組みであるボッチャで、強化指定選⼿の佐藤選⼿を
新⼊社員として迎えた（2017年の⽇本選⼿権BC2クラスで4位）

・ 当社が開発したボッチャメジャーをGoogle Playで無償リリース、画像認識技術を
活⽤。まだ公式試合では使⽤されていないが、将来的に活⽤されることを⽬指している
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